
川崎市住居表示等連絡協議会要綱

 （目的及び設置）

第１条 住居表示及び町若しくは字区域の設定、廃止若しくは変更又はその名称の変更（以下「住居表示等」と

いう。）について適正かつ円滑な実施をはかるため、川崎市住居表示等連絡協議会（以下「協議会」という。）

を置く。

 （所掌事項）

第２条 協議会は、住居表示等について、次の各号に掲げる事項について協議するものとする。

（１） 基本的重要事項の調査研究に関すること。

（２） 事務事業の連絡調整に関すること。

（３） 実施手続等に関すること。

（４） その他協議を必要とする事項に関すること。

 （組織）

第３条 協議会は、会長、副会長及び委員をもって組織する。

 （会長及び副会長）

第４条 会長は、市民文化局長を、副会長は、市民文化局市民生活部長をもって充てる。

２ 会長は、会務を総理し、会議の議長となる。

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、副会長がその職務を代理する。

 （委員）

第５条 協議会の委員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。

２ 前項に規定する委員のほか、会長が必要と認めるときは、臨時委員を置くことができる。

 （会議）

第６条 協議会は、必要に応じて会長が招集する。

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって、決し、可否同数のときは議長の決するところによる。

 （小委員会）

第７条 会長が必要と認めるときは、協議会に小委員会を置くことができる。

２ 小委員会は、委員のうちから会長が指名した者をもって組織する。

 （庶務）

第８条 協議会の庶務は、市民文化局市民生活部戸籍住民サービス課において処理する。

 （委任）

第９条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、昭和４９年１２月１６日から施行する。

 （川崎市住居表示連絡協議会要綱の廃止）

２ 川崎市住居表示連絡協議会要綱（昭和３８年９月１２日決裁）は、廃止する。

   附 則

  この改正要綱は、昭和５０年９月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、昭和５４年８月１日から施行する。



   附 則

  この改正要綱は、昭和５７年７月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、昭和５８年１２月２３日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、昭和６１年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成２年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成３年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成６年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成７年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成８年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成９年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成１４年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成１５年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成１６年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成１７年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成１８年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成２１年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

   附 則

  この改正要綱は、平成２８年４月１日から施行する。



別 表

総務企画局 総務部庶務課長 

財政局 税務部税制課長 

経済労働局 産業政策部庶務課長

環境局 総務部庶務課長 

健康福祉局 総務部庶務課長 

こども未来局 総務部庶務課長

まちづくり局 総務部庶務課長 

建設緑政局 総務部庶務課長 

港湾局 港湾振興部庶務課長 

区役所 まちづくり推進部総務課長 

支所区民センター室長 

上下水道局 総務部庶務課長 

交通局 企画管理部庶務課長 

病院局 総務部庶務課長 

消防局 総務部企画担当 担当課長 

教育委員会事務局 総務部庶務課長 

選挙管理委員会事務局 選挙部選挙課長 


